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献
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２
０
２
４
年

な
か
Ｌ
ｕ
ｃ
ｋ
ｙ
Ｆ
Ｍ
公
園
（
那
珂
総
合
公
園
）
周
辺

に
広
が
る
約
４
ha
の
畑
に
25
万
本
の
ひ
ま
わ
り
が
咲
き

誇
り
、
夏
な
ら
で
は
の
絶
景
が
楽
し
め
ま
す
。

※
写
真
は
過
去
の
も
の
で
す
。見
頃
は
８
月
下
旬
の
予
定
。
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今
年
の
夏
も

　
　
ご
安
全
に
│
。」
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－

地
域
建
設
業
も
生
産
性
向

上
、
働
き
方
改
革
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
本
年
４
月
か
ら
は

時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
も
適

用
さ
れ
ま
し
た
。

石
津

生
産
性
の
向
上
に
向

け
て
は
、
イ
ン
フ
ラ
分
野
の
Ｄ

Ｘ
の
取
り
組
み
を
加
速
さ
せ
る

国
や
県
の
方
針
に
対
応
し
て
、

Ｂ
Ｉ
Ｍ
／
Ｃ
Ｉ
Ｍ
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
施

工
、
遠
隔
操
作
、
プ
レ
キ
ャ
ス

ト
化
な
ど
を
進
め
て
ま
い
り
ま

す
。４

月
か
ら
は
時
間
外
労
働
の

罰
則
付
き
上
限
規
制
が
適
用
さ

れ
ま
し
た
。
４
週
８
休
な
ど
働

き
方
改
革
を
進
め
る
必
要
が
あ

－

林
土
木
部
長
が
着
任
さ
れ

ま
し
た
。
活
力
あ
る
県
土
づ
く

り
へ
の
想
い
は
。

林

県
総
合
計
画
の
基
本
理

念
で
あ
る
「
活
力
が
あ
り
、
県

民
が
日
本
一
幸
せ
な
県
」
の
実

現
に
向
け
て
、「
災
害
・
危
機

に
強
い
県
」
と
「
活
力
を
生
む

イ
ン
フ
ラ
と
住
み
続
け
た
く
な

る
ま
ち
」
づ
く
り
に
ス
ピ
ー
ド

感
を
持
っ
て
取
り
組
ん
で
い
き

ま
す
。

昨
年
の
県
内
で
の
豪
雨
災
害

を
は
じ
め
、
近
年
、
激
甚
化
・

頻
発
化
し
て
い
る
自
然
災
害
に

対
応
す
る
た
め
、「
防
災
・
減

災
、
国
土
強
靱
化
の
た
め
の
５

か
年
加
速
化
対
策
」
予
算
を
活

り
ま
す
。

こ
れ
は
、
担
い
手
の
確
保
の

た
め
で
も
あ
り
ま
す
。「
働
き

た
い
」
と
思
っ
て
い
る
人
た
ち

か
ら
「
選
ば
れ
」、「
魅
力
あ
る

業
界
」
に
な
る
よ
う
努
め
て
い

き
た
い
と
思
い
ま
す
。

林

地
元
建
設
業
界
に
お
け

る
担
い
手
の
確
保
・
育
成
の
た

め
に
は
、
生
産
性
向
上
と
働
き

方
改
革
が
大
変
重
要
と
な
る
こ

と
か
ら
、
県
発
注
工
事
に
お
い

て
、
適
正
な
工
期
や
予
定
価
格

の
設
定
、
週
休
二
日
制
の
導
入

促
進
、
施
工
時
期
の
平
準
化
、

Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用
、
書
類
の
簡
素

化
・
統
一
化
な
ど
に
取
り
組
む

と
と
も
に
、
関
係
機
関
と
連
携

用
し
た
重
要
イ
ン
フ
ラ
の
機
能

維
持
対
策
を
集
中
的
に
行
い
、

職
員
一
丸
と
な
っ
て
県
民
の
安

心
安
全
の
確
保
に
全
力
で
取
り

組
ん
で
ま
い
り
た
い
。

石
津

国
や
県
の
公
共
事
業

予
算
は
、「
防
災
・
減
災
、
国

土
強
靱
化
の
た
め
の
５
か
年
加

速
化
対
策
」
の
実
施
な
ど
に
よ

り
順
調
に
確
保
さ
れ
て
い
ま

す
。地

域
建
設
業
は
、
社
会
資
本

の
整
備
や
維
持
管
理
を
行
い
、

地
域
の
安
全
・
安
心
を
確
保
す

る
「
地
域
の
守
り
手
」
と
い
う

社
会
的
使
命
を
担
っ
て
い
ま

す
。
こ
の
役
割
を
継
続
し
て
果

た
し
て
い
く
た
め
に
は
、
健
全

な
企
業
経
営
と
安
定
的
な
受
注

し
民
間
発
注
者
団
体
や
市
町
村

等
へ
の
働
き
か
け
等
を
推
進
す

る
こ
と
で
建
設
業
界
に
お
け
る

中
長
期
的
な
担
い
手
の
確
保
・

育
成
を
支
援
し
て
い
き
ま
す
。

－

工
事
の
安
全
確
保
・
労
働

災
害
防
止
に
向
け
た
取
り
組

み
、
さ
ら
に
は
熱
中
症
対
策
も

大
変
に
重
要
で
す
。

林

い
わ
ゆ
る
『
３
Ｋ
』
の

イ
メ
ー
ジ
を
払
拭
し
て
い
く
た

め
に
も
、
労
働
災
害
を
防
止
し

て
い
く
こ
と
は
重
要
な
課
題
で

の
確
保
が
前
提
と
な
り
ま
す
。

そ
の
た
め
社
会
資
本
整
備
の

計
画
的
な
推
進
と
、
公
共
事
業

予
算
の
持
続
的
・
安
定
的
な
確

保
・
拡
大
、
公
共
事
業
の
円
滑

な
推
進
等
を
ぜ
ひ
お
願
い
し
た

い
と
思
い
ま
す
。

－

昨
年
６
月
の
大
雨
災
害
で

も
、
地
域
の
建
設
業
は
即
座
に

対
応
し
ま
し
た
。
地
域
の
建
設

業
に
期
待
す
る
こ
と
は
。

林

建
設
業
者
の
皆
さ
ま
に

は
、
日
ご
ろ
よ
り
「
地
域
の
守

り
手
」
と
し
て
、
災
害
時
の
対

応
を
は
じ
め
、
地
域
イ
ン
フ
ラ

の
整
備
や
維
持
管
理
に
尽
力
し

て
い
た
だ
き
、
感
謝
申
し
上
げ

あ
る
と
認
識
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
近
年
の
猛
暑
に
よ
る
熱
中

症
へ
の
対
応
も
急
務
で
あ
る
と

考
え
て
い
ま
す
。

県
で
は
、
労
働
基
準
監
督
署

と
の
合
同
パ
ト
ロ
ー
ル
や
職
員

に
よ
る
安
全
パ
ト
ロ
ー
ル
、
安

全
管
理
に
関
す
る
講
習
会
の
開

催
な
ど
に
よ
り
、
安
全
へ
の
注

意
喚
起
を
す
る
と
と
も
に
、
熱

中
症
対
策
と
し
て
、
猛
暑
日
に

は
現
場
作
業
を
見
合
わ
せ
、
受

注
者
が
現
場
休
工
を
判
断
で
き

る
な
ど
の
措
置
を
講
じ
た
と
こ

ろ
で
す
。

引
き
続
き
、
受
発
注
者
相
互

に
連
携
し
て
労
働
災
害
の
防
止

に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

石
津

建
設

業
に
お
け
る
労

働
災
害
事
故
の

発
生
割
合
は
、

他
の
産
業
と
比

べ
て
高
い
の
が

現
状
で
す
。
労

災
ゼ
ロ
を
目
指

し
、
労
働
安
全

衛
生
法
に
基
づ

く
対
策
等
を
周

知
・
徹
底
し
、

国
や
県
の
ご
指

導
も
い
た
だ
き

な
が
ら
、
労
働

災
害
の
防
止
に

取
り
組
ん
で
ま

い
り
ま
す
。

ま
す
。

県
土
づ
く
り

を
進
め
て
い
く

う
え
で
、
イ
ン

フ
ラ
の
適
正
な

維
持
管
理
や
、

頻
発
化
・
激
甚

化
す
る
災
害
へ

の
対
応
な
ど
多

岐
に
わ
た
る
課

題
や
要
請
に
応

え
る
た
め
に

は
、
地
域
に
精

通
し
た
地
元
建

設
業
者
や
測
量

設
計
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
は
じ

め
と
し
た
建
設
業
界
の
皆
さ
ま

の
技
術
力
が
必
要
不
可
欠
で
あ

り
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
そ
の
役

割
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

石
津

地
域
の
建
設
業
は
、

災
害
発
生
時
の
応
急
復
旧
や
、

鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
な
ど
の
防

疫
活
動
に
も
協
力
し
、
そ
の
社

会
的
使
命
を
果
た
し
て
い
ま

す
。
本
会
で
は
今
後
も
、
国
や

県
と
の
協
定
に
基
づ
く
災
害
時

の
応
急
対
策
へ
の
即
応
体
制
を

整
え
、
円
滑
に
災
害
対
応
を
し

て
ま
い
り
た
い
。
ま
た
道
路
美

化
活
動
や
不
法
投
棄
パ
ト
ロ
ー

ル
な
ど
も
地
域
貢
献
活
動
と
し

て
継
続
し
て
い
き
た
い
。

　7月 1 日付で、県土木部の新部長に林利家氏が着任した。活力ある県土づくりへの指
揮に期待が集まる。一方、県内の建設業は生産性の向上、働き方改革、担い手の確保な
どの課題に直面している。そこで、県土木行政のトップである林部長と、県内建設業の
代表である県建設業協会の石津健光会長に、土木行政に期待すること、国土強靱化への
取り組み、働き方改革、生産性の向上、労働災害防止対策などを語り合ってもらった。

労
災
防
止
に
も
注
力

県土の発展と業界の躍進を誓い合った

は
や
し
・
と
し
い
え

１
９
６
４
年
生
ま
れ
。
59
歳
。
鹿
嶋
市
出

身
。
89
年
入
庁
。
初
配
属
は
当
時
の
都
市
施
設
課
。
総
務
部
地
域

支
援
局
市
町
村
課
技
佐
（
小
美
玉
市
副
市
長
）、
土
木
部
監
理
課
企

画
監
、
土
木
部
災
害
・
防
災
対
策
監
兼
河
川
課
長
、
土
木
部
都
市

局
長
、
県
民
生
活
環
境
部
長
を
経
て
、
７
月
か
ら
土
木
部
長
。
東

京
都
立
大
学
工
学
部
土
木
工
学
科
卒
。

い
し
づ
・
た
け
み
つ

１
９
５
０
年
生
ま
れ
。
73
歳
。
神
栖
市
出
身
。

常
総
開
発
工
業
取
締
役
会
長
。
２
０
１
８
年
か
ら
県
建
設
業
協
会

会
長
、
県
建
設
産
業
団
体
連
合
会
会
長
。
県
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
合
材

協
会
会
長
。
24
年
６
月
に
は
全
国
建
産
連
会
長
に
就
任
。
大
局
観

に
立
っ
た
視
点
で
地
域
建
設
業
界
を
リ
ー
ド
す
る
。

－

林
土
木
部
長
が
着
任
さ
れ
ま

し
た
。
活
力
あ
る
県
土
づ
く
り

へ
の
想
い
は
。

－

昨
年
６
月
の
大
雨
災
害
で

も
、
地
域
の
建
設
業
は
即
座
に

対
応
し
ま
し
た
。
地
域
の
建
設

業
に
期
待
す
る
こ
と
は
。

－

地
域
建
設
業
も
生
産
性
向

上
、
働
き
方
改
革
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
本
年
４
月
か
ら
は

時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
も
適

用
さ
れ
ま
し
た
。

－

工
事
の
安
全
確
保
・
労
働
災

害
防
止
に
向
け
た
取
り
組
み
、

さ
ら
に
は
熱
中
症
対
策
も
大
変

に
重
要
で
す
。

協
力
し
て
国
土
強
靱
化
を

働
き
方
改
革
で
担
い
手
確
保

石津 健光
茨建協会長

林  利家
県土木部長

対談

国
土
強
靱
化
の
推
進
、担
い
手
の
確
保
な
ど
を

確
認
し
た
林
土
木
部
長（
左
）と
和
賀
正
光
利

局
長（
右
）、石
津
会
長
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2024年
盛夏

山
本
陽
子
所
長
に
聞
く
治
水
事
業

大
雨
か
ら
時
間
差
で
氾
濫

次
に
、
流
域
で
の
降
雨
に
よ
る
被
害

の
シ
ナ
リ
オ
に
つ
い
て
、
詳
し
く
解
説

す
る
。

ま
ず
、
流
域
に
大
雨
が
降
る
と
、
雨

が
降
っ
た
地
域
で
内
水
氾
濫
や
土
砂
災

害
が
発
生
。
数
時
間
後
に
流
入
河
川

（
支
川
）
の
流
量
が
増
え
、
河
川
氾
濫

が
起
こ
る
。
56
あ
る
流
入
河
川
の
水
が

半
日
〜
１
週
間
か
け
て
霞
ヶ
浦
に
到
達

し
、
湖
水
位
が
上
昇
。
利
根
川
の
水
位

や
高
潮
の
影
響
で
常
陸
川
水
門
を
開
放

で
き
ず
、
水
位
を
下
げ
ら
れ
な
か
っ
た

場
合
、
氾
濫
が
発
生
す
る
お
そ
れ
が
あ

水
門
操
作
、
ポ
ン
プ
車
出
動

実
際
に
大
雨
が
降
っ
た
場
合
、
ま

た
、
流
域
で
浸
水
被
害
が
起
こ
っ
た
場

合
、
同
事
務
所
は
ど
の
よ
う
な
対
応
を

し
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。
23
年
６
月
に

発
生
し
た
、
台
風
２
号
に
伴
う
前
線
豪

雨
出
水
の
際
の
対
応
を
振
り
返
る
。

６
月
２
日
未
明
か
ら
３
日
に
か
け
、

台
風
２
号
の
影
響
で
活
発
化
し
た
前
線

が
関
東
地
方
を
通
過
。
流
域
平
均
で
２

る
。
流
域
で
最
も
長
い
支
川
で
あ
る
桜

川
の
源
流
（
鏡
ヶ
池
）
か
ら
は
63
・
41

㎞
離
れ
て
お
り
、
流
入
ま
で
時
間
が
か

か
る
た
め
、
長
期
間
に
わ
た
る
注
意
が

必
要
だ
。

１
０
０
０
年
に
１
度
の
大
雨
（
総
雨

量
８
５
３
㎜
／
８
日
間
）
が
発
生
し
た

場
合
、
想
定
浸
水
区
域
は
図
の
通
り
。

低
平
地
が
多
い
た
め
、
広
範
囲
で
浸
水

継
続
時
間
が
長
期
に
わ
た
る
の
が
特

徴
。
ま
た
、
市
街
地
に
近
い
場
所
で
洪

水
が
起
き
た
場
合
、
建
物
等
へ
の
被
害

が
大
き
く
な
る
こ
と
も
予
想
さ
れ
る
。

最
悪
の
場
合
、
被
害
規
模
は
浸
水
戸
数

約
３
万
４
２
０
０
戸
、
被
災
人
口
約
９

万
７
０
０
０
人
、
被
害
額
は
約
１
兆
５

６
０
０
億
円
に
の
ぼ
る
。

た
め
池
活
用
を
推
進

同
事
務
所
で
は
３
月
に
「
流
域
治

水
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
２
・
０
」
を
策
定
し

た
。
気
候
変
動
の
影
響
に
よ
り
、
40
年

ご
ろ
ま
で
に
は
降
雨
量
が
約
１
・
１

倍
、
流
量
が
約
１
・
２
倍
、
洪
水
発
生

頻
度
に
関
し
て
は
約
２
倍
に
な
る
と
の

試
算
が
あ
る
。
気
候
変
動
下
に
お
い
て

も
目
標
と
す
る
治
水
安
全
度
を
確
保
す

る
た
め
、
流
域
が
一
体
と
な
っ
た
取
り

組
み
の
充
実
を
図
る
。

内
水
氾
濫
対
策
と
し
て
は
、
農
業
用

た
め
池
や
ゴ
ル
フ
場
内
池
か
ら
の
事
前

放
流
を
推
進
。
流
域
の
貯
留
施
設
で
、

大
雨
予
測
に
基
づ
き
事
前
に
排
水
を
行

う
こ
と
に
よ
り
容
量
を
確
保
し
、
市
街

地
な
ど
の
浸
水
被
害
の
軽
減
に
寄
与
す

る
も
の
。
現
在
は
潮
来
市
が
民
間
の
ゴ

ル
フ
場
の
協
力
を
得
て
、
事
前
放
流
に

取
り
組
ん
で
い
る
。
今
後
は
民
間
企
業

な
ど
と
の
協
力
体
制
構
築
を
図
り
、
貯

水
施
設
の
有
効
活
用
を
進
め
て
い
く
方

針
だ
。

農
業
用
た
め
池
で
の
事
前
放
流
に
お

い
て
は
、
雨
が
降
ら
な
か
っ
た
場
合
に

利
水
容
量
が
低
下
し
、
営
農
へ
の
影
響

「
逆
水
門
」
常
陸
川
水
門

霞
ヶ
浦
の
洪
水
被
害
を
防
ぐ
最
後
の

砦
が
利
根
川
と
の
合
流
地
点
に
設
置
さ

れ
て
い
る
「
常
陸
川
水
門
」
だ
。
１
９

６
３
年
に
完
成
し
た
常
陸
川
水
門
は
、

利
根
川
か
ら
の
逆
流
を
止
め
る
水
門
と

し
て
地
元
で
は
「
逆
水
門
」
と
呼
ば
れ

て
い
る
。
霞
ヶ
浦
で
洪
水
が
起
こ
る
３

つ
の
パ
タ
ー
ン
と
、
そ
れ
ぞ
れ
の
場
合

に
水
門
が
果
た
す
役
割
を
見
て
い
く
。

１
つ
目
が
、
利
根
川
か
ら
の
逆
流

型
。
利
根
川
下
流
部
と
霞
ヶ
浦
に
は
高

低
差
が
ほ
と
ん
ど
な
い
た
め
、
利
根
川

の
水
位
が
高
く
な
る
と
霞
ヶ
浦
に
逆
流

し
、
湖
水
位
の
上
昇
が
起
き
る
。
常
陸

川
水
門
が
完
成
し
て
以
降
は
、
利
根
川

が
生
じ
る
懸
念
が
あ
る
た
め
、
事
前

放
流
に
は
正
確
な
情
報
が
不
可
欠
と

な
る
。
気
象
庁
で
は
予
測
精
度
の
向

上
に
伴
い
、
24
年
５
月
か
ら
「
顕
著

な
大
雨
に
関
す
る
気
象
情
報
」
の
発

表
時
間
の
前
倒
し
や
「
線
状
降
水
帯
に

よ
る
大
雨
の
半
日
程
度
前
か
ら
の
呼
び

か
け
」
の
府
県
単
位
へ
の
絞
り
込
み
を

開
始
し
た
。
気
象
台
お
よ
び
同
事
務
所

か
ら
各
自
治
体
へ
は
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
を

通
じ
、
迅
速
な
情
報
提
供
を
行
っ
て
い

る
。ハ

ー
ド
面
の
整
備
で
は
ほ
か
に
、
青

宿
地
区
（
阿
見
町
）
に
お
け
る
堤
防
整

備
を
は
じ
め
、
堤
防
整
備
・
河
道
掘

削
、
波
浪
対
策
で
の
堤
防
強
化
な
ど
を

推
進
。
ま
た
、
常
陸
川
水
門
の
改
築
に

向
け
た
検
討
を
始
め
て
い
る
。
時
期
や

内
容
に
関
し
て
は
未
定
だ
が
、
改
築

ま
で
は
延
命
化
を
図
っ
て
い
く
計
画

だ
。ソ

フ
ト
面
で
は
「
マ
イ
・
タ
イ
ム
ラ

イ
ン
（
防
災
行
動
計
画
）」
の
さ
ら
な

る
普
及
に
努
め
、
被
害
の
軽
減
や
早
期

復
旧
・
復
興
に
つ
な
げ
る
。
ま
た
、
災

害
情
報
の
伝
達
手
段
の
拡
充
も
推
進
。

Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
活
用
し
た
情
報
発
信
を
行
う

こ
と
で
早
期
避
難
を
促
し
、
人
命
被
害

を
軽
減
さ
せ
て
い
く
。

３
９
㎜
の
大
雨
を
も
た
ら
し
た
。
出
島

水
位
観
測
所
（
か
す
み
が
う
ら
市
）
で

は
４
日
午
前
５
時
に
歴
代
６
位
と
な
る

水
位
２
・
05
ｍ
を
記
録
。
同
事
務
所
で

は
注
意
体
制
を
５
日
間
敷
き
、
出
水
対

応
の
水
門
操
作
を
12
日
間
行
っ
た
。

常
陸
川
水
門
に
つ
い
て
は
、
利
根
川

か
ら
の
逆
流
を
防
ぎ
つ
つ
霞
ヶ
浦
の
水

位
を
下
げ
る
た
め
、
５
回
の
開
閉
を
実

施
。
３
日
の
午
前
５
時
10
分
、
対
応
開

始
時
に
は
水
門
を
全
開
放
し
、
水
位
調

整
を
開
始
し
て
い
る
。
前
述
の
通
り
水

位
の
変
動
に
は
タ
イ
ム
ラ
グ
が
あ
る
た

め
、
水
門
操
作
が
終
了
し
た
の
は
14
日

に
な
っ
て
か
ら
。

ま
た
、
排
水
ポ
ン
プ
車
の
派
遣
も
実

施
。
自
治
体
か
ら
の
要
請
を
受
け
、
同

事
務
所
所
有
の
排
水
ポ
ン
プ
車
２
台
が

計
４
カ
所
で
活
動
し
た
。
現
地
で
は
状

況
確
認
後
、
配
置
場
所
を
決
定
。
１
カ

所
に
つ
き
最
短
２
〜
３
時
間
、
最
長
約

１
日
で
排
水
作
業
が
完
了
と
な
っ
た
。

配
置
場
所
の
決
定
に
当
た
っ
て
は
、
住

民
か
ら
の
情
報
収
集
が
欠
か
せ
な
い
。

※
23
年
の
雨
や
水
位
デ
ー
タ
は
速
報

値

利根川水系霞ヶ浦洪水浸水想定区域図（想定最大規模）

霞ヶ浦

北浦

石岡市

土浦市

つくば市

かすみがうら市

阿見町
美浦村

稲敷市

神栖市
河内町

龍ケ崎市

牛久市
潮来市

鹿嶋市

行方市

鉾田市

位置図

索引図
51

124

408

125

125

356

６

凡例
浸水した場合に想定される水深（ランク別）

0.0～0．5ｍ未満の区間
0.5～3．0ｍ未満の区間
3.0～5．0ｍ未満の区間
5.0～10.0ｍ未満の区間
洪水浸水想定区域の指定の
対象となる洪水予報河川
河川等範囲
市町村界

霞ヶ浦
行方市

鉾田市石岡市

利根川水系霞ヶ浦洪水浸水想定区域図（浸水継続時間）

かすみがうら市土浦市

つくば市

北浦阿見町

位置図

索引図

美浦村

牛久市

龍ケ崎市
稲敷市

河内町

潮来市

鹿嶋市

354

408

124

125 6

51Ｎ

凡例 浸水継続時間
12時間
24時間（1日間）
72時間（3日間）
168時間（1週間）
336時間（2週間）
672時間（4週間）
洪水浸水想定区域の指定の
対象となる洪水予報河川
河川等範囲
市町村界

流域治水プロジェクト2.0

稲敷市での活動のようす

排水ポンプ車

水門閉鎖時の常陸川水門

で
水
位
が
上
昇
し
た
際
に
水
門
で
逆
流

に
よ
る
洪
水
を
未
然
に
防
い
で
い
る
。

２
０
１
９
年
10
月
の
台
風
19
号
に
よ
る

大
雨
で
は
水
門
下
流
（
波
崎
下
観
測

所
）
の
水
位
が
観
測
史
上
最
高
の
Ｙ
．

Ｐ
．
＋
３
・
50
ｍ
と
な
っ
た
。
水
門
が

な
か
っ
た
場
合
、
霞
ヶ
浦
の
計
画
高
水

位
Ｙ
．
Ｐ
．
＋
２
・
85
ｍ
を
65
㎝
程
度

上
回
っ
た
可
能
性
が
あ
る
計
算
だ
。

２
つ
目
が
、
霞
ヶ
浦
流
域
で
大
雨
が

降
っ
た
場
合
。
唯
一
の
出
口
で
あ
る
常

陸
利
根
川
の
流
下
能
力
不
足
に
よ
っ

て
、
湖
水
位
が
上
昇
し
氾
濫
が
起
き
て

い
た
。
戦
後
の
河
道
拡
幅
工
事
や
堤
防

工
事
に
よ
り
常
陸
利
根
川
の
流
下
能
力

は
向
上
。
現
在
、
霞
ヶ
浦
河
川
事
務
所

で
は
霞
ヶ
浦
の
湖
水
位
、
利
根
川
の
水

位
お
よ
び
河
口
の
潮
位
変
動
の
状
況

を
見
き
わ
め
つ
つ
、
き
め
細
か
な
水

門
操
作
に
よ
り
被
害
防
止
に
努
め
て
い

る
。最

後
は
、
津
波
が
遡
上
し
て
く
る

ケ
ー
ス
。
東
日
本
大
震
災
で
は
、
津
波

到
達
時
に
水
門
を
閉
鎖
し
て
い
た
こ
と

で
塩
水
遡
上
を
防
い
だ
。
水
門
は
平
常

時
や
渇
水
時
に
お
い
て
も
、
塩
水
遡
上

に
よ
る
上
水
や
農
業
用
水
へ
の
影
響
を

防
い
で
い
る
。

※
Ｙ
．
Ｐ
．
＝
Ｙ
ｅ
ｄ
ｏ
ｇ
ａ
ｗ
ａ

Ｐ
ｅ
ｉ
ｌ
の
略
。
堀
江
水
位
観
測
所（
千

葉
県
浦
安
市
）
の
水
位
標
０
ｍ
を
基
準

に
、
利
根
川
水
系
の
水
位
を
表
す
。

霞
ヶ
浦
の
安
全
、か
く
守
ら
れ
た
り

細
心
の
操
作
が
カ
ギ

最
大
3.4
万
戸
が
浸
水

流
域
治
水
の
加
速
化
・
深
化

23
年
６
月
豪
雨
の
対
応

霞
ヶ
浦
河
川
事
務
所

国
内
第
１
位
の
湖
岸
延
長
約
２
６
０
㎞
を
有
し
、
第
２
位
の
広
さ
を
誇

る
霞
ヶ
浦
。
沿
岸
は
低
平
地
の
た
め
古
く
か
ら
洪
水
に
見
舞
わ
れ
、
常
陸

川
水
門
や
湖
岸
提
な
ど
の
対
策
が
講
じ
ら
れ
て
き
た
。

豪
雨
災
害
が
激
甚
化
・
頻
発
化
す
る
昨
今
、

流
域
の
水
害
を
防
ぎ
、
地
域
の
「
安
全
」
を

守
る
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
に
つ
い
て
、

霞
ヶ
浦
河
川
事
務
所
（
潮
来
市
）
で
山
本
陽

子
所
長
に
話
を
聞
い
た
。
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DX推進へ －県のICT活用工事、情報共有システム、遠隔臨場－

・試行導入
・モデル工事を選定し試行

【目標件数】

令和５年度より、発注者指定型として原則すべての工事で実施

目標：500件程度
（全体の約20％）
目標：500件程度
（全体の約20％）

目標：各事業所3件以上
68件

（全体の約3％）

目標：各事業所3件以上
68件

（全体の約3％）

目標：約1000件以上
全体の約100％

目標：約1000件以上
全体の約100％

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

・試行の拡大
・試行の効果・課題の検証（遠隔
　臨場の困難な工種・項目の把
　握）→必要に応じ要領を改定

・試行の拡大
・試行の効果・課題の検証（遠隔
　臨場の困難な工種・項目の把
　握）→必要に応じ要領を改定

・ 受発注者間の工事施工に関わる文書・写真・図面等のさまざ
まな情報を共有・交換するためのシステム。
・ インターネットを介して文書発議や決裁、打合せ等が可能で、
システムに蓄積された文書データを自動で電子納品すること
ができる。→ 建設業の生産性向上、管理コスト縮減が目的。

情報共有システムとは
県
は
生
産
性
向
上
に
資
す
る
取
り
組
み
と
し
て
、
Ｄ
Ｘ
（
デ
ジ
タ
ル
・
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー

メ
ー
シ
ョ
ン
）
を
推
進
し
て
い
る
。
２
０
２
３
年
度
の
実
績
を
見
て
み
る
と
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
工

事
は
22
年
度
１
６
２
件
か
ら
２
０
８
件
と
着
実
に
伸
ば
し
て
い
る
。
ウ
ェ
ア
ラ
ブ
ル
カ
メ
ラ
や

ウ
ェ
ブ
会
議
シ
ス
テ
ム
を
使
っ
た
遠
隔
臨
場
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
の
５
０
２
件
か
ら
１
４
３

４
件
と
大
幅
に
増
え
た
。
ま
た
、
情
報
共
有
シ
ス
テ
ム
（
Ａ
Ｓ
Ｐ
）
は
前
年
度
１
５
３
３
件
か

ら
１
９
７
３
件
と
な
っ
た
。
こ
こ
で
は
24
年
度
の
取
り
組
み
概
要
を
紹
介
す
る
。

　県土木部では、インフラＤＸを推進
し、建設現場の働き方改革、生産性向
上に資する取組みとして、令和 5 年 4
月より遠隔臨場を試行導入しており、
令和 5年度は全体で 1434 件を実施して
おります。
　令和 6年度は引き続き、原則すべて
の工事において発注者指定型として遠
隔臨場を実施します。

【導入効果】
・ 受注者：段階確認に伴う待ち時間の
削減や確認書類の簡素化

・ 発注者：現場臨場の削減による効率
的な時間の活用

・ 受発注者双方：新型コロナウイルス
感染症対策、現場不一致等の情報共
有の迅速化

　茨城県土木部では、ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーショ
ン）の取組の一環として、建設工事及び建設コンサルタント業務
において、令和 3年 7月 1日から電子契約を導入しております。

１　電子契約のメリット
　・ 契約事務の時間（印刷、製本、郵送、押印等の作業）の削減
　・費用（印刷代、郵送代、封筒代）の削減
　・ 契約締結までの時間（郵送に要する時間）の削減
　・ テレワークの推進や新型コロナウイルスまん延防止に寄与

２　電子契約の利用方法
　・ 入札に参加する際に、電子契約に利用する電子メールアドレ

スを発注者に提出
　・ 落札後、契約書等をデータで発注者に提出
　・ 電子契約システムから電子メールが届くので、承認手続きを

行い、契約成立
　・ 詳細については以下のアドレスから利用ガイドをご確認くだ

さい。電子契約に必要なフローを示しております。
　　建設業担当ホームぺージメニュー URL：
　　 https://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kanri/kensetsu/kennsetu
　　gyoutanntouho-mupe-jimenu.html

電子契約について

　県内建設産業の生産性向上に向けた施策（i-Construction）の一環
として実施しているＩＣＴ活用促進工事に関する要領を、下記のと
おり改定、新設することとする。（適用：令和 5年 4月 1日）

１　ＩＣＴ土工について（改定）
　○ 発注者指定型並びにチャレンジいばらきⅠ型における適用範囲
の拡大

　・ 適用基準である土工量（掘削又は盛土）について、従前の
7000㎥以上から、5000㎥以上の工事に引き下げることで、ＩＣ
Ｔの標準活用範囲を拡大する。

　○ 発注者指定型並びにチャレンジいばらきⅠ型における活用プロ
セスの選択制の拡大

　・ 発注者指定型並びにチャレンジいばらきⅠ型（工事）において
は、現行では生産性の向上が見込めないと判断される場合は、
ＩＣＴ施工のみを従来型に変更できるものとしているが、受注
者の柔軟なＩＣＴ活用を促進するため、全てのプロセスで従来
型手法への変更が可能となるよう改定する。（ただし、1つ以
上のプロセス実施は必須）

　＜改定後の発注方式＞（太字が改定箇所）

茨城県土木部発注工事における「ＩＣＴ活用促進」等の生産性向上
による働き方改革へ繋がる工事の取り組み実施件数について

〇 ＩＣＴ活用促進実施件数（2016年度～）ＩＣＴ土工、ＩＣＴ舗装等

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

実施 3 12 41 73 116 109 162 208

〇 遠隔臨場実施件数（2021年度～）

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

実施 ― ― ― ― ― 68 502 1434

〇 情報共有システム実施件数（2019年度～）

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

実施 ― ― ― 30 284 563 1533 1973

ＩＣＴ機器による施工＋情報共有システム活用＝ＩＣＴ技術活用

ＩＣＴ技術活用

情報共有
システム活用

④情報共有システム
（ＡＳＰ）

受発注者間の工事施工に関わる工
事打合簿などの文書・写真・図面
等のさまざまな情報を、インター
ネットを介して共有・交換

ＩＣＴ機器
による施工

③遠隔臨場
リアルタイム映像を送信するカメラ
機能をもつ通信端末機器等を活用

②ICT測量機器
による測量
３次元測量のUAVや
レーザースキャナー

等を活用

３３

②

３

①ICT建設技術
による施工

マシンコントロール、
マシンガイダンス建設

機械等を活用 or

ＩＣＴ活用工事に係る要領の改定、新設について

令和5年度 主な取組み
【全ての建設工事でＩＣＴを活用する取組み】

①ＩＣＴ機器による施工　※（1）、（2）のいずれか

（1）ＩＣＴ活用促進工事
（2023年度～）
・発注者指定型の拡大（土工、5000㎥以上）
・対象工種拡大（ＩＣＴ構造物工、ＩＣＴ法面）

（2）遠隔臨場
（2023年度～）
・全ての工事で実施
（段階確認、材料確認、立会のない工事を除く）

②情報共有システム （2023年度～）
・対象書類の拡大（出来形管理一覧表等）

土木部発注の建設工事は、100%、ＩＣＴを活用する。（①と②を実施する）

２　対象工種の拡大について（新設）
　○ 県内の建設会社におけるＩＣＴ活用や工事の安全性の向上を目
的として、高所や危険を伴う箇所での出来形管理を 3次元デー
タにより安全にかつ効率的に行うことが可能となる「ＩＣＴ構
造物工」及び「ＩＣＴ法面工」を国に準じ、県のＩＣＴ活用促
進工事の工種に追加する。

　（対象工種）（工事工種体系ツリーの下記の工種）
　・構造物工：橋台工、橋脚工
　・法面工：植生工、吹付工、吹付法枠工

（構造物工及び法面工におけるＩＣＴ活用の対象プロセス）

土工量（掘削又は盛土） 発注方式

5000㎥以上 発注者指定型 or チャレンジ
いばらきⅠ型（発注者が選択）

3000㎥以上
5000㎥未満 受注者希望型

3000㎥未満 チャレンジいばらきⅡ型 or
簡単活用型（受注者が選択）

工種 発注方式

構造物工 対象工種については、原則、受注者希望型
で発注

法面工 対象工種のうち、発注者が対象を選択して、
受注者希望型で発注

①３次元
起工測量

②３次元
設計

データ作成
③施工 ⑤納品④出来形

管理

選択可能 従来通り 必須

2024年度 主な取組み

ＩＣＴ機器による施工＋情報共有システム活用＝ＩＣＴ技術活用

ＩＣＴ活用工事 情報共有システム（ＡＳＰ）

遠隔臨場
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2024年

盛夏

大子支部員と生徒が作業ひばり会と橋梁点検

昨
年
で
28
回
目
を
迎
え
た
建

設
フ
ェ
ス
タ
は
、
と
び
き
り
の

快
晴
の
中
、
１
万
５
０
０
０
人

が
来
場
。
子
ど
も
た
ち
は
、
重

機
シ
ョ
ー
や
高
所
作
業
車
な
ど

に
大
は
し
ゃ
ぎ
。
長
蛇
の
列
が

で
き
て
い
た
。

【
建
設
フ
ェ
ス
タ
】

物
づ
く
り
ブ
ー
ス
で
１
番
人

気
な
の
は
な
ん
と
、
消
波
ブ

ロ
ッ
ク
製
作
。
担
い
手
確
保
へ

の
取
り
組
み
と
し
て
、
就
職
・

進
学
を
間
近
に
控
え
た
学
生
だ

け
で
な
く
、
幼
い
こ
ろ
か
ら
建

設
業
に
触
れ
る
こ
と
で
10
年

後
、
20
年
後
、
業
界
を
担
う
若

者
を
育
て
て
い
く
こ
と
も
大
切

に
し
て
い
る
。

今
年
は
10
月
５
日
に
開
催
を

控
え
て
い
る
。

５
月
30
日
、
頃
藤
フ
ァ
ミ

リ
ー
マ
ー
ト
付
近
の
道
路
沿
い

に
て
、
オ
オ
キ
ン
ケ
イ
ギ
ク
駆

除
作
業
を
県
立
大
子
特
別
支
援

学
校
と
共
同
で
実
施
。
生
徒
た

ち
に
、
オ
オ
キ
ン
ケ
イ
ギ
ク
に

つ
い
て
説
明
し
、
道
路
沿
い
を

【
オ
オ
キ
ン
ケ
イ
ギ
ク
駆

除
作
業
】

支
部
員
と
生
徒
た
ち
が
会
話
し

つ
つ
駆
除
作
業
を
行
っ
た
。

大
子
特
別
支
援
学
校
の
大
澤

宏
規
校
長
は
「
地
域
の
中
で
自

分
は
と
に
か
く
力
が
尽
く
せ
る

ん
だ
と
実
感
で
き
る
い
い
機
会

を
い
た
だ
け
て
い
る
。
た
く
さ

ん
ご
指
導
し
て
い
た
だ
き
た

い
。
子
ど
も
た
ち
は
、
将
来
一

緒
に
働
こ
う
と
言
っ
て
も
ら
え

る
よ
う
作
業
を
頑
張
っ
て
ほ
し

い
」
と
話
し
た
。

梁
点
検
の
前
に
橋
に
つ
い
て
勉

強
し
「
な
ぜ
点
検
が
必
要
な
の

か
」
を
し
っ
か
り
学
ん
だ
上
で

現
地
に
赴
い
た
。
茨
建
協
ひ
ば

り
会
の
会
員
が
積
極
的
に
子
ど

も
た
ち
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
を
図
り
、
作
業
の
大
切
さ
を

教
え
た
。

今
年
も
７
月
31
日
に
は
笠
間

市
で
、
８
月
８
日
に
は
石
岡
市

で
開
催
す
る
。

担
い
手
不
足
な
ど
の
課
題
を

打
破
す
る
た
め
、
若
手
の
技
術

者
を
集
め
、『
ズ
バ
リ
ッ
！
』

な
本
音
を
動
画
に
ま
と
め
た
。

協
力
し
た
入
社
５
年
以
内
の
若

手
社
員
は
計
５
人
。
動
画
は

「
ど
ん
な
仕
事
を
し
て
い
る
の

か
」「
入
社
前
と
後
の
ギ
ャ
ッ

プ
」「
現
在
の
収
入
面
」
な
ど
、

普
段
聞
く
こ
と
の
で
き
な
い

『
ズ
バ
リ
ッ
！
』
な
貴
重
な
声

を
紹
介
し
て
い
く
。

橋
本
義
隆
会
長
は
「
少
子
高

齢
化
に
よ
っ
て
、
土
木
工
学
科

に
進
む
子
た
ち
が
少
な
く
な
っ

て
い
る
。
建
築
設
計
は
イ
メ
ー

ジ
が
つ
か
み
や
す
い
と
思
う

が
、
土
木
の
設
計
と
言
わ
れ
て

も
ピ
ン
と
こ
な
い
人
た
ち
が
多

い
と
思
う
。
だ
か
ら
こ
そ
、
ま

ず
は
業
界
自
体
を
Ｐ
Ｒ
し
、
若

手
の
入
職
者
を
増
や
し
て
定
着

に
つ
な
げ
た
い
」
と
動
画
作
成

に
対
す
る
思
い
を
語
っ
た
。

　人手不足、長時間労働、若手不足・・・など、さまざまな課題が山積している

建設業界。しかし当然のことながら、何も対策をしていないことはない。今回は

「担い手確保」に向け、業界のようすや実際の仕事内容の紹介、体験会など若手

に対して取り組んでいる各建設業団体の過去の事例をまとめて紹介していく。

未来の担い手に向けて

重
機
シ
ョ
ー
を
初
開
催

消
波
ブ
ロ
ッ
ク
製
作

県
建
設
業
協
会

県
建
設
業
協
会

大
子
支
部

【
若
手
に
向
け
た
Ｐ
Ｒ
動

画
】 県

建
設
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ツ
協
会

動画には若手５人が出演 作成したＰＲ動画

ペーパークラフトで橋の仕組みを勉強

業
界
を
Ｐ
Ｒ

特
色
を
生
か
し

２
０
２
３
年
は
、
小
中
学
生

10
人
が
参
加
。
今
や
、
夏
の
恒

例
イ
ベ
ン
ト
と
化
し
て
い
る
。

昨
年
は
、
石
岡
市
「
小
屋
側
道

橋
」
を
点
検
し
、（
仮
称
）
上

曽
ト
ン
ネ
ル
工
事
を
見
学
。
橋

【
夏
休
み
！
ド
ボ
ジ
ョ
と

橋
を
み
て
み
よ
う
♪
in

い
ば
ら
き
】

土
木
技
術
者
女
性
の
会

東
日
本
支
部
・
県
建
設

業
協
会
ひ
ば
り
会
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暑中お見舞い申し上げます
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茨城労働局

９月まで「STOP！熱中症クールワークキャンペーン」展開中茨　城
労働局

茨城県内の労働災害発生状況（2023年）
 （確定値）

 業種別

死傷者数
（休業4日以上） 死亡者数 増減

2022
年1月
～12月

2023
年1月
～12月

2022
年1月
～12月

2023
年1月
～12月

死傷（％） 死亡（％）

計 3,035 3,255 30 23 220 （7.2） －7（－23.3） 
製造業 849 877 8 4 28 （3.3） －4（－50.0） 
食料品 272 300 1 0 28 （10.3） －1（－100.0） 
化学 106 80 1 1 －26（－24.5） 0 （0.0）
金属製品 127 136 1 1 9 （7.1） 0 （0.0）

建設業 287 292 12 6 5 （1.7） －6（－50.0） 
土木 69 79 4 3 10 （14.5） －1（－25.0） 
建築 155 163 5 3 8 （5.2） －2（－40.0） 
その他 63 50 3 0 －13（－20.6） －3（－100.0） 

運輸交通業 409 436 4 5 27 （6.6） 1 （25.0） 
道路貨物
運送業 374 407 4 5 33 （8.8） 1 （25.0） 

貨物取扱業 51 56 0 1 5 （9.8） 1       （ － ）
陸上貨物
取扱業 45 50 0 0 5 （11.1） 0 （0.0） 

農林業 58 68 0 3 10 （17.2） 3       （ － ）
畜産水産業 104 138 0 0 34 （32.7） 0 （0.0） 
商業 442 462 1 1 20 （4.5） 0 （0.0）
小売業 319 322 1 1 3 （0.9） 0 （0.0）

社会福祉施設 238 269 0 0 31 （13.0） 0 （0.0） 
飲食店 105 108 0 0 3 （2.9） 0 （0.0） 
その他 492 549 5 3 57 （11.6） －2（－40.0） 

全国の労働災害発生状況（2023年）
 （確定値）

 業種別

死傷者数
（休業4日以上） 死亡者数 増減

2022年1
月～12月

2023年1
月～12月

2022
年1月
～12月

2023
年1月
～12月

死傷（％） 死亡（％）

計 132,355 135,371 774 755 3,016 （2.3） － 19（－2.5） 
製造業 26,694 27,194 140 138 500 （1.9） － 2（－1.4） 
食料品 8,133 8,363 22 21 230 （2.8） － 1（－4.5） 
化学 2,057 2,118 19 14 61 （3.0） － 5（－26.3） 
金属製品 3,998 4,037 16 20 39 （1.0） 4 （25.0） 

建設業 14,539 14,414 281 223 － 125（－0.9） － 58（－20.6） 
土木 3,942 3,852 108 87 － 90（－2.3） － 21（－19.4） 
建築 7,606 7,510 117 98 － 96（－1.3） － 19（－16.2） 
その他 2,991 3,052 56 38 61 （2.0） － 18（－32.1） 

交通運輸事業 2,928 3,026 9 9 98 （3.3） 0 （0.0）
陸上貨物運送
事業 16,580 16,215 90 110 －365（－2.2） 20 （22.2） 

港湾運送業 329 313 1 5 － 16（－4.9） 4（400.0） 
林業 1,176 1,140 28 29 － 36（－3.1） 1 （3.6） 
農林・畜産・
水産業 3,162 3,269 23 27 107 （3.4） 4 （17.4） 

商業 21,702 21,673 81 72 － 29（－0.1） － 9（－11.1） 
小売業 16,414 16,174 42 43 － 240（－1.5） 1 （2.4） 

社会福祉施設 12,780 14,049 6 10 1,269 （9.9） 4 （66.7） 
飲食店 5,304 5,710 1 6 406 （7.7） 5（500.0） 
その他 27,161 28,368 114 126 1,207 （4.4） 12 （10.5） 

茨城県内の職場における熱中症発生状況（休業４日以上の労働災害：2014年～2023年） 
2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 計

発生件数 (1) 30 13 10 (1) 11 27 (1) 26 21 (1) 13 (3) 35 (1) 30 (8) 216

年齢別

～19歳 2 1 2 1 6
20～29歳 7 2 3 3 2 3 2 1 (1) 8 (1) 4 (2) 35
30～39歳 4 2 3 5 4 5 2 2 2 29
40～49歳 7 1 3 1 4 4 8 4 10 6 48
50～59歳 (1) 5 6 2 7 8 4 3 (2) 8 7 (3) 50
 60歳～ 5 2 2 (1) 3 7 (1) 7 2 (1) 3 7 10 (3) 48

業種別

製造業 8 4 4 3 8 7 5 1 3 5 48
建設業 (1) 9 5 4 (1) 2 3 4 4 2 (2) 10 (1) 6 (5) 49
運送業 3 2 2 6 4 3 5 8 4 37
警備業 1 1 2 3 1 3 1 12
ゴルフ場 2 1 1 (1) 3 1 1 3 (1) 12
その他 8 1 1 3 7 5 7 (1) 5 (1) 10 11 (2) 58

性別 男 (1) 24 13 8 (1) 8 24 (1) 20 17 (1) 11 (3) 26 (1) 16 (8) 167
女 6 2 3 3 6 4 2 9 14 49

　暑中お見舞い
を申し上げます。
　2024 年も盛夏
の時季を迎えて
おります。この
暑い季節、屋外、
屋内での作業を
問わず、熱中症

予防対策が求められます。茨城県内の過去 10 年間における熱
中症を起因とする休業 4日以上の労働災害の発生状況を見る
と、昨年は 30 件と、前年の 35 件から 5 件減少しております
が、そのうち 1人が亡くなっています。過去 10 年間で 2番目
に悪い結果となりました。
　業種別に見ますと、建設業において 6 件、製造業で 5 件、
運送業で 4件となっています。月別の発生件数を見ると、7月
及び 8月に集中している状況にあることから、まさにこの時
期、最も重点的な取組が求められています。
　茨城労働局では、職場における熱中症予防対策を徹底する
ため、「STOP! 熱中症クールワークキャンペーン」を、5月か
ら 9月まで展開し、この 7月を重点取組期間として、熱中症
予防について事業場への周知・啓発を行っています。
　死亡災害では、他の方から離れて単独での作業中に倒れて
いるところを発見され、その後亡くなるケースが多く、早い
段階での救命措置の重要性と、職長など管理者による定期的
な現場の巡視、こまめな体調の把握などが重篤化防止のポイ
ントであると考えます。
　特に、屋外における作業では、環境省による日々の熱中
症警戒アラートの発表内容を参考にするほか、暑さ指数計
（WBGT 計測器）で各作業現場の暑さ指数を測定し、暑さ指数
に応じた対策を徹底するようお願いします。対策の内容とし
ては、大型扇風機の設置、ファン付きのヘルメットや作業服
の着用、冷房の効いた休憩場所の確保、暑さ指数に応じた休
憩時間の設定や作業の中止などです。
　昨年発生した熱中症による死亡災害というのは、7月、駐車
場の舗装工事現場で発生しました。当日の暑さ指数は厳重警
戒であったのですが、現場では暑さ指数の計測は行っていま
せんでした。熱中症に関する知識を持ち、環境省の暑さ指数
を参考とする、あるいは暑さ指数の計測を行って対応してい
れば、死亡災害という事態にまで陥ることはなかったのでは
ないか、と残念でなりません。
　糖尿病や高血圧症等の基礎疾患を持った方には、主治医等
の意見を踏まえ配慮すること、作業員の日常の健康管理とし
て、当日の朝食未摂取・睡眠不足・前日の多量の飲酒により
熱中症のリスクが高まることを指導することも、管理者の大
切な役割です。特に、新規入職者やお盆休みなど休み明けの
時期は、暑熱順化ができていないことが多いので、熱へのば
く露時間は徐々に延長するようにしてください。
　熱中症から命を守るためには、異常時の速やかな措置が重
要です。少しでも本人や周りが異変を感じたら、必ず一旦作
業を離れ、躊躇せず救急隊を要請し、救急車が到着するまで

熱中症による発生件数の推移
　職場での熱中症による死傷者数は、2014 年以降、2022 年の 35 人が最も
多く、業種別では製造業及び建設業の 2つの業種で全体の約半数を占めて
います。死亡者数は、2014 年、2017 年、2019 年、2021 年および 2023 年
にそれぞれ 1人、2022 年に 3人の発生となっております。　　　　　
　特に梅雨明け直後の暑さに慣れるまでの間は、十分に休憩を取りながら
徐々に身体を慣らす熱への暑熱順化とともに、その後も暑さ指数（WBGT
値）に応じて、作業の中断や短縮などにより熱中症を予防しましょう。

熱中症発生件数の推移
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資料出所：労働者死傷病報告。（　）内は死亡者数で内数  

※ 新型コロナウイルス感染症のり患によるものを除く

澤口 浩司 局長

安全が全ての仕事に優先する
の間、作業着を脱がせ水をかけ全身を急速冷却してください。
　熱中症に関しては、厚生労働省のホームページに教材が掲
載されています。教材というと取っつきにくい印象がありま
すが、マンガ・動画教材、未熟練労働者に対する安全衛生教
育マニュアル、技能講習補助教材、VR教材などです。
　熱中症に関しては、適切な知識があれば、かなりの部分が
予防できるものです。ぜひ、皆様一人一人が熱中症に関する
知識を得て、労働災害防止につなげていければと思います。
　2024 年度は第 14 次労働災害防止推進計画の 2年度目に当た
るため、労働災害の多発業種を中心とした労働災害防止対策
を徹底することとしています。熱中症については、「暑さ指数
を把握している事業場の割合を 5年後の 2027 年までに増加さ
せる」及び「暑さ指数に応じた措置に取り組む事業場が増加
し、熱中症による死亡者数を前計画期間中の総数（5人）と比
較して減少させる」の 2つを指標としています。この指標を
意識した取り組みをお願いいたします。
　また、茨城県では全人口に占める在留外国人の割合が 3%で
あり、全国で 10 位となっています。都道府県別の技能実習生
の受け入れ企業（技能実習実施者）数は、愛知県、大阪府、
東京都に次いで茨城県が第 4位です。全国における業種別実
習実施者数は、建設業が最も多く 24,734 者（38%）となって
います。そこで、茨城労働局としては、茨城県内の技能実習
生をはじめとした外国人労働者に対する熱中症対策を含む労
働災害防止に向けた注意喚起も行っています。厚生労働省ホー
ムページには、外国人労働者に対する安全衛生教育教材も、
幅広い業種等について最大 14 言語で対応しており、母国語に
よる理解の一助となります。 ぜひ、活用してください。
　最後になりますが、過去 10 年間で全業種における労働災害
は増加傾向でありますが、建設業の労働災害は、年 300 人前
後で横ばい状況です。過去 5年間の建設業の労働災害発生状
況によると、事業場の規模別でみますと 30 人未満規模が約 9
割となり、年齢別では 50 歳以上が約半数となっており、被災
者の高齢化が進んでいます。
　建設業の災害防止には、フルハーネス型墜落制止用器具の
適切な使用及びはしごや脚立の安全な使用の徹底に加えて、
近年希薄になっていると言われる作業員間のコミュニケー
ション、声掛けに気を配ることも一つと考えます。工事の進
捗により日々状況の変わる現場の中で、職種や年代に拘わら
ず、危険な箇所、危ない行動など、作業員同士がお互いに声
を掛け合うことで注意喚起になると考えます。
　暑さはまだまだ続きますが、経営トップから現場で働く一
人一人に至るまで、「安全が、全ての仕事に優先する」という
意識を持ち、「災害ゼロ」での完工を目標として管理の徹底を
お願いいたします。ご安全に !

【出典】
・労働者死傷病報告
・茨城県在留外国人の状況等
　（出入国在留管理庁「在留外国人統計」/令和 5年 6月末現在）
・令和 4年度における技能実習の状況について（概要）
　（2024 年 3月 29日外国人技能実習機構）

暑中お見舞い申し上げます
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－

近
年
の
労
働
災
害
発
生
状
況

に
つ
い
て
は
ど
う
推
移
し
て
い
ま

す
か
。

根
本

国
内
全
業
種
の
労
働
災

害
死
亡
者
数
は
、
長
期
的
に
減
少

傾
向
で
、
２
０
２
３
年
は
過
去
最

少
で
し
た
。
一
方
、
休
業
４
日
以

上
の
死
傷
者
数
に
つ
い
て
は
、
近

年
増
加
傾
向
に
あ
り
、
３
年
連
続

の
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。

傷
病
の
も
と
と
な
っ
た
起
因
物

が
関
係
し
た
現
象
を
「
事
故
の

型
」
と
呼
び
、「
墜
落
・
転
落
」

や
「
転
倒
」
な
ど
21
項
目
に
分
類

さ
れ
ま
す
。
23
年
の
労
働
災
害
死

亡
者
で
最
も
多
い
事
故
の
型
は
、

墜
落
・
転
落
で
２
０
４
人
。
休
業

４
日
以
上
の
死
傷
者
数
に
お
け
る

事
故
の
型
に
つ
い
て
は
、
転
倒
が

３
万
６
０
５
８
人
で
最
も
多
い
で

す
。－

建
設
業
で
は
ど
う
で
し
ょ
う

か
。根

本

建
設
業
で
は
、
23
年
に

お
い
て
死
亡
者
数
、
休
業
４
日
以

上
の
死
傷
者
数
は
対
前
年
比
で
、

そ
れ
ぞ
れ
減
少
し
て
い
ま
す
。
い

ず
れ
も
事
故
の
型
と
し
て
は
墜

落
・
転
落
が
最
も
多
く
挙
が
り
ま

す
。
県
内
に
お
い
て
は
、
23
年
で

死
亡
者
数
は
減
少
し
ま
し
た
が
、

休
業
４
日
以
上
の
死
傷
者
数
は
増

加
し
て
い
ま
す
。

－

事
故
要
因
に
つ
い
て
は
ど
の

よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
か
。

根
本

要
因
と
し
て
は
、
人
的

要
因
、
機
械
的
要
因
、
環
境
的
要

因
、
管
理
的
要
因
が
基
本
要
因
と

な
り
ま
す
。
こ
の
基
本
要
因
が
直

接
原
因
の
不
安
全
状
態
や
不
安
全

行
動
へ
つ
な
が
り
、
事
故
や
災
害

を
引
き
起
こ
す
と
い
う
考
え
方
で

す
。
こ
れ
は
、
Ｎ
Ｔ
Ｓ
Ｂ
（
米
国

国
家
運
輸
安
全
委
員
会
）
が
示
し

た
事
故
分
析
手
法
で
、
そ
れ
ぞ
れ

英
語
の
頭
文
字
を
と
り
、
４
Ｍ
と

言
わ
れ
て
い
ま
す
。

災
害
発
生
時
に
、「
作
業
員
が

悪
い
」
と
決
め
つ
け
て
し
ま
う

と
、
本
当
の
原
因
に
行
き
着
く
こ

と
が
で
き
ま
せ
ん
。
時
系
列
で
関

わ
り
の
あ
っ
た
事
項
を
洗
い
出

し
、
４
Ｍ
の
ど
れ
に
分
類
す
る
か

を
検
討
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

分
類
す
る
こ
と
で
、
よ
り
効
果
的

な
対
策
を
立
案
す
る
こ
と
に
つ
な

が
り
ま
す
。
４
Ｍ
の
う
ち
、
人
的

要
因
が
最
も
高
く
、
次
い
で
管
理

的
要
因
、
環
境
的
要
因
が
最
も
少

な
い
傾
向
と
な
っ
て
い
ま
す
。
や

は
り
、
人
的
要
因
、
管
理
的
要

因
、
機
械
的
要
因
が
よ
く
あ
る
要

因
で
あ
り
、
人
的
要
因
の
な
か
で

も
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
が
大
き
な

要
因
の
１
つ
で
す
。

－

ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
の
事
例

に
つ
い
て
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

根
本

１
月
２
日
に
羽
田
空
港

で
、
日
本
航
空
と
海
上
保
安
庁
の

航
空
機
同
士
が
滑
走
路
上
で
衝
突

し
、
５
人
が
死
亡
す
る
事
故
が
あ

り
ま
し
た
。
こ
の
事
故
の
基
本
要

因
に
は
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
が
大

き
く
起
因
し
て
お
り
ま
す
。
事
故

後
に
国
土
交
通
省
が
設
置
し
た
事

故
対
策
検
討
委
員
会
に
お
い
て

も
、
再
発
防
止
策
に
「
管
制
交
信

で
の
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
防
止
」

が
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

建
設
現
場
に
お
い
て
は
、
錯
覚

や
慣
れ
に
よ
る
危
険
軽
視
、
近

道
・
省
略
行
動
な
ど
が
あ
り
ま

す
。
例
え
ば
、
測
量
作
業
の
た
め

斜
面
上
で
打
ち
合
わ
せ
が
あ
り
、

背
後
を
回
り
込
む
ル
ー
ト
を
設
定

し
て
い
た
に
も
関
わ
ら
ず
、
短
時

間
と
い
う
理
由
で
自
然
斜
面
を
下

る
。
結
果
、
転
落
し
て
し
ま
い
負

傷
し
て
し
ま
っ
た
と
い
う
こ
と
も

あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
近
道
・
省
略

行
動
で
あ
り
、
実
は
日
常
生
活
で

も
起
こ
り
う
る
こ
と
で
す
。
横
断

歩
道
ま
で
遠
い
か
ら
と
い
う
理
由

で
、
車
道
を
横
切
っ
て
し
ま
い
交

ま
た
、
フ
ー
ル
プ
ル
ー
フ
と
呼

ば
れ
る
、
あ
ら
か
じ
め
ミ
ス
が
起

こ
り
に
く
い
体
制
を
構
築
す
る
こ

と
が
非
常
に
効
果
的
で
す
。
例
え

ば
、
誤
操
作
を
す
る
と
エ
ラ
ー
が

表
示
さ
れ
る
シ
ス
テ
ム
を
導
入
す

る
な
ど
、
未
然
に
防
ぐ
仕
組
み
と

な
り
ま
す
。
有
効
的
に
活
用
す
る

た
め
に
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
な
ど
の
シ
ス

テ
ム
ツ
ー
ル
の
導
入
も
効
果
的
で

す
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
は
、
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ

ラ
ー
の
削
減
だ
け
で
な
く
、
業
務

効
率
改
善
に
も
な
り
ま
す
。

－

事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
に

意
識
す
る
重
要
な
こ
と
に
つ
い
て

お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

根
本

安
全
へ
の
意
識
醸
成
、

定
着
を
図
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

や
は
り
会
社
の
ト
ッ
プ
が
社
是
や

事
業
所
の
方
針
な
ど
に
安
全
衛

生
の
重
要
性
を
明
示
し
、
自
ら

指
示
・
発
言
を
積
極
的
に
行
う

こ
と
。
ま
た
職
場
内
の
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
が
良
好
で
あ
れ
ば
、

安
全
衛
生
ス
タ
ッ
フ
と
現
場
と
の

間
で
情
報
伝
達
・
共
有
を
良
く
行

え
る
こ
と
に
つ
な
が
り
ま
す
。
何

よ
り
も
、
社
員
全
員
が
総
合
的
に

取
り
組
む
こ
と
。
労
働
安
全
衛
生

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
（
Ｏ
Ｓ

Ｈ
Ｍ
Ｓ
）
に
基
づ
き
、
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ

サ
イ
ク
ル
を
用
い
た
実
行
・
検
証

を
行
い
、「
安
全
第
一
」
を
目
標

に
掲
げ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

こ
の
「
安
全
第
一
」
は
元
々
経

営
方
針
の
１
つ
と
し
て
で
き
た
言

葉
で
す
。
作
業
員
の
注
意
力
喚

起
と
し
て
浸
透
し
て
い
ま
す
が
、

ト
ッ
プ
の
経
営
姿
勢
で
あ
る
こ
と

を
深
く
認
識
し
、
決
意
表
明
と
し

て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

安
全
を
考
え
る
上
で
、「
１
万

人
の
１
人
」
と
い
う
話
が
あ
り
ま

す
。
あ
る
大
企
業
の
労
務
部
長

が
、
労
働
災
害
で
死
亡
し
た
従
業

員
宅
に
お
悔
や
み
に
行
き
ま
し

た
。
そ
の
際
、
遺
族
か
ら
「
会
社

は
１
万
人
の
う
ち
の
１
人
を
な
く

し
た
だ
け
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、

私
た
ち
は
全
て
を
失
い
ま
し
た
」

と
言
わ
れ
た
と
の
こ
と
。
安
全
を

守
る
と
い
う
こ
と
は
、
作
業
員
の

命
だ
け
で
な
く
、
家
族
の
生
活
を

守
り
ま
す
。
企
業
で
は
最
も
重
要

な
も
の
と
し
て
考
え
な
く
て
は
な

ら
な
い
も
の
で
す
。

建
設
現
場
で
必
ず
聞
く
「
安
全
」
の
２
文
字
。
作
業
員
全
員

が
意
識
し
、
減
少
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
未
だ
に
事
故
・
災
害

が
ゼ
ロ
と
な
る
こ
と
は
な
い
。
特
に
事
故
の
要
因
と
し
て
、
最

も
多
い
の
が
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
で
あ
り
、
不
安
全
行
動
が
起

因
し
て
災
害
と
な
る
。「
安
全
第
一
は
経
営
姿
勢
」
と
話
す
労

働
安
全
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
で
、
常
盤
工
業
株
式
会
社
技
術
部
長

の
根
本
忠
氏
に
、
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
の
考
え
方
、
対
策
お
よ

び
企
業
が
考
え
る
安
全
に
つ
い
て
、詳
し
く
話
を
う
か
が
っ
た
。

通
事
故
に
遭
う
な
ど
と
同
じ
考
え

方
で
す
。

－

な
ぜ
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
が

起
こ
る
の
で
し
ょ
う
か
。

根
本

被
災
者
本
人
の
不
安
全

行
動
や
手
順
の
無
視
な
ど
が
理
由

に
あ
り
ま
す
。
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ

ラ
ー
は
、
人
間
の
行
動
に
よ
っ
て

起
こ
る
意
図
し
な
い
ミ
ス
や
失
敗

の
こ
と
を
指
し
、
い
わ
ゆ
る
人
為

的
な
ミ
ス
で
す
。
建
設
現
場
で
起

こ
る
重
大
事
故
の
ほ
と
ん
ど
が
、

ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
に
起
因
す
る

も
の
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
例
え

ば
、
現
場
の
状
況
が
日
々
変
化

し
、
重
機
が
多
数
稼
動
し
て
い
る

こ
と
。
さ
ら
に
、
い
ろ
い
ろ
な
職

種
の
人
が
一
緒
に
作
業
を
行
っ
て

い
る
こ
と
な
ど
、
複
合
的
に
絡
み

合
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
の

直
接
的
原
因
だ
け
で
な
く
、
引
き

起
こ
し
た
原
因
、
い
わ
ゆ
る
潜
在

的
原
因
が
存
在
す
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。
例
え
ば
、「
資
材
置
き
場

へ
移
動
す
る
時
、
安
全
通
路
で
は

－

対
策
方
法
に
つ
い
て
は
ど
う

で
す
か
。

根
本

ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
は

ミ
ス
・
事
故
を
起
こ
し
た
個
人
だ

け
の
問
題
だ
け
で
な
く
、
プ
ロ
セ

ス
や
作
業
環
境
に
も
問
題
が
あ
り

ま
す
。
特
に
、
複
数
の
要
因
が
連

鎖
し
て
起
こ
る
ケ
ー
ス
が
多
い

た
め
、
し
っ
か
り
と
対
策
を
講

じ
、
発
生
・
再
発
防
止
に
努
め
る

こ
と
が
大
切
で
す
。
現
場
で
す
ぐ

に
で
き
る
も
の
と
し
て
は
、
工
事

フ
ロ
ー
の
見
直
し
、
ヒ
ヤ
リ
ハ
ッ

ト
共
有
、
チ
ェ
ッ
ク
体
制
の
強
化

（
ダ
ブ
ル
チ
ェ
ッ
ク
）、
注
意
喚
起

徹
底
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

根源 基本原因（４Ｍ） 直接原因 異常 被害

災害事故
不
安
全
行
動

不
安
全
状
態

安
全
衛
生
管
理
の
欠
陥

人的要因
（Man）

機械的要因
（Machine）

環境的要因
（Media）

管理的要因
（Management）

４Ｍで考える労働災害の原因
（一般財団法人中小建設業特別教育協会「職長・安全衛生責任者能力向上教育」資料を基に作成）

1961 年 11 月 13 日生まれの 62 歳。労働安全コンサルタント。
80 年 4 月に建設省関東地方建設局（現国土交通省関東地方整
備局）に入省。常陸河川国道事務所岩瀬国道出張所長、常総
国道事務所技術副所長などを経て、2022 年常盤工業株式会社
技術部長に就任し現在に至る。日本道路建設業協会公共工事
委員会制度研究部会委員、制度研究部会制度研究 1ＷＧ委員。

安
全
第
一
は
経
営
姿
勢

根ね

も

と本

忠た
だ
し

氏

労
働
安
全
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

な
く
近
道
を
使
っ
て
誤
っ
て
墜

落
」
の
災
害
の
場
合
、
直
接
的
原

因
は
近
道
・
省
略
行
動
で
す
。
し

か
し
、
な
ぜ
不
安
全
行
動
を
し
た

か
を
調
べ
る
と
、「
工
期
が
な
く

急
い
で
い
た
」
や
「
安
全
費
が
少

な
く
、
十
分
な
数
の
安
全
通
路
が

設
置
で
き
な
か
っ
た
」
な
ど
管
理

的
側
面
の
原
因
が
あ
り
ま
し
た
。

－

潜
在
的
原
因
に
つ
い
て
も
考

え
る
こ
と
が
必
要
で
す
ね
。

根
本

そ
の
通
り
で
す
。
直
接

的
原
因
だ
け
で
考
え
る
の
で
は
な

く
、
潜
在
的
原
因
に
も
目
を
向
け

る
こ
と
が
必
要
で
す
。
直
接
的
原

因
の
対
策
と
し
て
、「
安
全
意
識

向
上
の
教
育
を
増
や
す
」
と
い
っ

た
こ
と
の
ほ
か
に
、「
設
置
場
所

の
見
直
し
」「
作
業
員
の
人
数
を

増
や
す
」
な
ど
管
理
す
る
側
の
視

点
か
ら
対
策
す
る
こ
と
も
必
要
で

す
。
つ
ま
り
、
４
Ｍ
の
う
ち
、
人

的
要
因
と
管
理
的
要
因
は
潜
在
的

に
は
つ
な
が
っ
て
お
り
、
双
方
で

考
え
る
こ
と
が
重
要
と
な
る
の
で

す
。

「安全に近道なし」
労働災害は４Ｍで検討

－

近
年
の
労
働
災
害
発
生
状
況

に
つ
い
て
は
ど
う
推
移
し
て
い
ま

す
か
。

－
建
設
業
で
は
ど
う
で
し
ょ
う

か
。

－

事
故
要
因
に
つ
い
て
は
ど
の

よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
か
。

－

ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
の
事
例

に
つ
い
て
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

－

な
ぜ
ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
が

起
こ
る
の
で
し
ょ
う
か
。

－

対
策
方
法
に
つ
い
て
は
ど
う

で
す
か
。

－

潜
在
的
原
因
に
つ
い
て
も
考

え
る
こ
と
が
必
要
で
す
ね
。

－

事
故
を
起
こ
さ
な
い
た
め
に

意
識
す
る
重
要
な
こ
と
に
つ
い
て

お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

暑中お見舞い申し上げます
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暑中お見舞い申し上げます

【
日
立
市
】

◆
運
動
公
園
野
球
場
再
整
備

事
業
＝
野
球
場
本
体
工
事
に
は

着
手
し
て
お
り
、
残
る
駐
車
場

な
ど
の
外
構
工
事
に
つ
い
て
は

本
年
12
月
議
会
に
請
負
契
約
案

件
を
上
程
す
る
目
標
で
発
注
す

る
。
26
年
度
の
春
〜
夏
に
は
供

用
開
始
で
き
る
よ
う
進
め
た
い

考
え
だ
。

工
期
が
当
初
計
画
の
25
年
度

ま
で
か
ら
26
年
度
に
ず
れ
込
む

た
め
、
23
年
度
か
ら
25
年
度
ま

で
設
定
し
て
い
る
継
続
費
を
26

年
度
ま
で
に
延
長
し
て
い
る
。

継
続
費
総
額
52
億
４
０
６
万
円

は
変
更
せ
ず
、
25
年
度
の
年
割

額
を
減
額
し
、
26
年
度
の
年
割

額
を
３
億
７
６
８
３
万
９
０
０

０
円
に
設
定
し
た
。

建
設
地
は
中
成
沢
町
４

－

19

－

１
の
敷
地
面
積
２
万
８
３
０

２
㎡
。
外
構
工
事
で
は
、ウ
オ
ー

キ
ン
グ
コ
ー
ス
や
緑
地
な
ど
を

含
め
た
多
目
的
広
場
、
駐
車

場
、
車
の
進
入
路
、
フ
ェ
ン
ス
、

外
灯
な
ど
を
施
工
す
る
予
定
。

◇

【
ひ
た
ち
な
か
市
】

◆
新
中
央
図
書
館
整
備
事
業

＝
現
在
、
建
設
に
係
る
基
本
・

実
施
設
計
等
の
事
業
者
を
公
募

型
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
に
て
募
集
。

９
月
下
旬
に
契
約
締
結
を
予
定

し
て
い
る
。
24
〜
25
年
度
の
２

カ
年
で
設
計
を
ま
と
め
、
26
〜

27
年
度
の
２
カ
年
で
施
工
。
28

【
水
戸
市
】

◆
千
波
公
園
Ｐ
ａ
ｒ
ｋ

－

Ｐ

Ｆ
Ｉ
事
業
＝
拠
点
施
設
と
な
る

公
募
対
象
公
園
施
設
で
営
業
す

る
店
舗
の
業
種
が
決
定
。
着
工

に
向
け
準
備
を
進
め
て
い
る
。

予
定
建
築
棟
数
は
６
棟
で
、
予

定
建
築
面
積
は
約
２
３
０
０

㎡
。
９
月
ま
で
に
建
築
確
認
手

続
き
を
行
い
、
10
月
に
実
施
協

定
を
締
結
、
都
市
公
園
に
基
づ

く
設
置
管
理
許
可
を
得
る
想

定
だ
。
施
設
は
11
月
に
は
着
工

し
、
２
０
２
５
年
秋
に
は
開
業

と
な
る
。

千
波
公
園
の
拠
点
施
設
は
、

黄
門
像
広
場
周
辺
地
区
で
計

画
。
市
で
は
初
の
Ｐ
ａ
ｒ
ｋ

－

Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
を
導
入
。
事
業
者

に
大
和
リ
ー
ス
・
ア
ダ
ス
ト
リ

ア
グ
ル
ー
プ
（
代
表
法
人
＝
大

和
リ
ー
ス
、
構
成
企
業
＝
ア
ダ

年
度
中
の
供
用
開
始
を
目
指
し

て
い
る
。
新
施
設
は
、
現
施
設

の
約
２
・
４
倍
の
規
模
で
整
備

す
る
。
工
事
費
は
約
40
億
円

（
税
込
）
を
試
算
し
た
。

新
施
設
の
規
模
は
、
延
べ
床

面
積
約
４
５
０
０
㎡
、
地
上
２

ス
ト
リ
ア
、
横
須
賀
満
夫
建
築

設
計
事
務
所
）
を
選
定
し
た
。

Ｐ
ａ
ｒ
ｋ

－

Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
は
、

民
間
事
業
者
が
飲
食
店
や
売
店

な
ど
の
施
設
を
設
置
し
、
施
設

の
収
益
を
活
用
し
て
園
路
や
広

場
な
ど
の
整
備
や
改
修
を
一
体

的
に
行
う
制
度
。◇

【
笠
間
市
】

◆
笠
間
Ｐ
Ａ
ス
マ
ー
ト
Ｉ
Ｃ

整
備
事
業
＝
北
関
東
自
動
車
道

笠
間
Ｐ
Ａ
ス
マ
ー
ト
Ｉ
Ｃ
で

は
、
ア
ク
セ
ス
道
路
と
し
て
延

長
６
２
０
ｍ
に
か
け
て
道
路
拡

幅
を
実
施
す
る
。
24
年
度
に
下

層
路
盤
工
事
を
行
い
、
25
年
度

以
降
に
舗
装
工
事
を
予
定
。
供

用
開
始
は
26
年
度
と
し
て
い

る
。
幅
員
は
６
ｍ
か
ら
10
ｍ
に

拡
幅
。
拡
幅
の
ほ
か
、
流
末
排

水
路
改
修
、
仮
設
道
路
整
備
、

作
業
ヤ
ー
ド
整
備
、
電
柱
移
設

を
予
定
し
て
い
る
。

◇

【
城
里
町
】

◆
道
の
駅
か
つ
ら
移
転
整
備

事
業
＝
隣
接
地
へ
移
転
整
備
を

進
め
て
い
る
。
24
年
度
に
用
地

取
得
お
よ
び
造
成
工
事
を
行

い
、
25
年
度
に
本
体
工
事
に
と

り
か
か
る
。
供
用
開
始
は
25
年

度
を
目
標
と
し
て
い
る
。

道
の
駅
建
物
の
構
造
は
Ｗ
造

一
部
Ｓ
造
２
階
建
て
、
延
べ
床

階
建
て
と
し
、
収
蔵
冊
数
が
40

〜
50
万
冊
を
想
定
す
る
。
計
画

敷
地
面
積
は
約
９
０
０
０
㎡
。

当
初
計
画
で
は
、
蔵
書
冊
数
50

万
冊
、
施
設
規
模
を
５
５
０
０

㎡
と
し
て
い
た
が
、
新
型
感
染

症
の
影
響
や
建
設
費
用
な
ど
を

考
慮
し
て
見
直
し
を
行
い
、
２

割
程
度
を
削
減
。
必
要
と
な
る

機
能
や
規
模
、
敷
地
内
の
既
存

施
設
の
方
向
性
な
ど
を
検
討
す

る
こ
と
と
な
る
。
駐
車
場
に
関

し
て
は
約
１
１
０
台
を
確
保
予

定
だ
。

◇

【
那
珂
市
】

◆
道
の
駅
整
備
事
業
＝
エ
イ

プ
ラ
ス
・
デ
ザ
イ
ン
（
水
戸

市
）
に
よ
り
、
本
年
度
末
に
は

基
本
設
計
を
策
定
す
る
。
25
年

度
に
実
施
設
計
を
策
定
し
、
建

築
は
26
年
度
か
ら
２
カ
年
で
進

め
、
27
年
度
に
外
構
工
事
を
行

い
、
28
年
度
の
供
用
開
始
を
目

指
す
。

道
の
駅
の
建
設
予
定
地
は
、

面
積
１
７
１
２
㎡
を
想
定
。
工

期
を
２
期
に
分
け
、
第
１
期
工

事
で
は
道
の
駅
本
体
お
よ
び
駐

車
場
を
整
備
。
開
業
後
に
現
施

設
を
解
体
す
る
。
第
２
期
工
事

は
キ
ャ
ン
プ
場
整
備
な
ど
を
予

定
し
て
い
る
。
対
象
敷
地
面
積

が
、
河
川
区
域
を
含
め
て
約
１

万
９
０
０
０
㎡
と
な
る
見
込
み
。

◇

【
潮
来
市
】

◆
地
域
連
携
拠
点
整
備
事
業

＝
潮
来
Ｉ
Ｃ
北
側
の
約
60
ha

に
、
ス
ポ
ー
ツ
・
観
光
活
動
を

飯
田
押
敷
交
差
点
の
北
西
側
４

万
５
０
０
０
㎡
。
施
設
規
模
に

関
し
て
は
、
今
後
の
設
計
や
管

理
運
営
者
等
と
の
協
議
に
よ
り

変
更
に
な
る
こ
と
も
視
野
に
入

れ
て
い
る
。
屋
内
施
設
の
配
置

に
関
し
て
は
、
一
棟
型
と
分
棟

型
の
二
つ
で
検
討
。

最
終
的
な
配
置
計
画
は
、
管

理
運
営
者
等
と
の
協
議
や
基
本

設
計
を
踏
ま
え
た
上
で
決
定
す

る
。

◇

【
常
陸
大
宮
市
】

◆
常
陸
大
宮
駅
周
辺
整
備
事

業
＝
同
事
業
で
は
現
在
、
駅
西

交
流
拠
点
整
備
、
駅
前
広
場
多

目
的
施
設
整
備
、
駅
東
西
自
由

通
路
・
駅
舎
整
備
、
駅
に
向
け

た
主
要
道
路
整
備
を
そ
れ
ぞ
れ

進
め
て
い
る
。

駅
西
交
流
拠
点
整
備
工
事

は
、
25
年
度
工
事
着
手
に
向
け

て
工
事
費
を
計
上
し
、
請
負
契

約
に
関
し
て
は
議
会
案
件
と
な

る
想
定
だ
。
２
カ
年
程
度
で
施

工
。
26
年
度
の
供
用
開
始
を
計

画
し
て
い
る
。

駅
前
広
場
多
目
的
施
設
整
備

は
、
24
年
度
５
４
５
６
万
円
を

充
て
随
意
契
約
で
Ｊ
Ｒ
東
日
本

核
と
し
た
交
流
拠
点
の
整
備
計

画
が
始
動
。
鹿
島
ア
ン
ト
ラ
ー

ズ
の
新
ス
タ
ジ
ア
ム
と
連
携

し
、
市
お
よ
び
鹿
行
地
域
の
活

性
化
に
資
す
る
交
流
拠
点
の
形

成
を
図
っ
て
い
く
。

24
年
度
に
実
施
す
る
サ
ウ
ン

デ
ィ
ン
グ
調
査
を
踏
ま
え
、
25

年
度
に
用
地
整
理
に
係
る
パ
ー

ト
ナ
ー
企
業
を
選
定
。
都
市
計

画
決
定
に
向
け
た
調
整
や
用
地

取
得
と
進
め
て
い
く
。
ゾ
ー
ニ

ン
グ
案
と
導
入
機
能
に
関
し
て

は
、
ス
ポ
ー
ツ
・
に
ぎ
わ
い

建
築
設
計
が
実
施
設
計
を
担

う
。
12
月
ご
ろ
ま
で
に
は
ま
と

め
、
25
年
度
に
工
事
着
手
を
目

指
す
。
25
年
度
の
工
事
発
注
時

期
と
し
て
は
、
現
在
整
備
中
の

駅
東
西
自
由
通
路
お
よ
び
駅
舎

整
備
が
完
了
次
第
。

駅
東
西
自
由
通
路
・
駅
舎
整

備
に
関
し
て
は
、
工
事
負
担
金

と
し
て
、
23
〜
26
年
度
ま
で
の

債
務
負
担
行
為
限
度
額
18
億
５

９
５
５
万
６
０
０
０
円
の
う

ち
、
24
年
度
は
５
億
４
２
６

９
万
円
を
計
上
。
Ｊ
Ｒ
東
日

本
旅
客
鉄
道
水
戸
支
社
が
引

き
続
き
工
事
を
進
め
て
い
く
。

３
月
下
旬
に
工
事
着
手
し
、
25

年
１
月
ご
ろ
に
新
駅
舎
を
供
用

開
始
、
26
年
春
ご
ろ
に
自
由
通

路
の
供
用
開
始
を
想
定
し
て
い

る
。次

に
駅
に
向
け
た
主
要
道
路

整
備
と
し
て
、
４
路
線
の
整
備

に
着
手
。
対
象
は
、
市
道
１
０

１
８
１
号
線
、
市
道
１
０
１
９

０
号
線
、
市
道
１
０
１
７
８
号

線
、
市
道
１
０
１
９
５
号
線
。

路
線
ご
と
の
発
注
を
予
定
し
て

お
り
、
用
地
買
収
の
進
ち
ょ
く

状
況
を
見
て
、
順
次
整
備
を
進

め
て
い
く
方
針
だ
。

ゾ
ー
ン
（
ア
ン
ト
ラ
ー
ズ
関
連

施
設
な
ど
）、
都
市
公
園
ゾ
ー

ン
（
屋
内
運
動
場
な
ど
）、
観

光
・
交
流
施
設
ゾ
ー
ン
（
複
合

商
業
施
設
な
ど
）
を
想
定
。

◇

【
行
方
市
】

◆
新
庁
舎
整
備
事
業
＝
９
月

補
正
予
算
に
基
本
設
計
費
を
盛

り
込
み
、
10
月
ご
ろ
に
プ
ロ

ポ
ー
ザ
ル
方
式
で
の
委
託
を
目

指
す
。
25
年
度
に
基
本
設
計
・

実
施
設
計
を
行
い
、
26
年
度
か

ら
２
カ
年
で
建
設
工
事
に
着

手
、
28
年
度
の
供
用
開
始
を
目

標
に
施
工
を
進
め
て
い
く
。

建
設
予
定
地
に
つ
い
て
は
、

な
め
が
た
地
域
医
療
セ
ン
タ
ー

（
井
上
藤
井
98

－

８
）
内
の
旧

救
急
救
命
セ
ン
タ
ー
周
辺
。
建

設
手
法
に
関
し
て
は
旧
救
急
救

命
セ
ン
タ
ー
の
改
修
＋
増
築
案

と
、
解
体
跡
地
へ
の
新
築
案
と

で
検
討
し
て
お
り
、
市
民
会
議

に
お
い
て
方
向
性
を
確
定
す

る
。
同
事
業
は
、
老
朽
化
に
伴

い
現
庁
舎
の
維
持
管
理
コ
ス
ト

が
増
大
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

現
在
３
カ
所
に
分
散
し
て
い
る

庁
舎
機
能
を
統
合
し
、
移
転
整

備
す
る
も
の
。

県内市町村の主要事業 －県北地区－－県央・鹿行地区－

2300㎡、11月着工
水
戸
市

千波公園Ｐａｒｋ－ＰＦＩ事業

千波公園で整備計画が進む

日立市民球場

潮
来
IC
北
60
ha
交
流
拠
点
潮
来
市

移設を予定する道の駅かつら

外
構
工
請
負
議
案
12
月
議
会
に
日
立
市

駅
西
交
流
拠
点
、25
年
度
着
工
常
陸
大
宮
市
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暑中お見舞い申し上げます

【
古
河
市
】

◆
古
河
一
中
長
寿
命
化
改
修

事
業
＝
校
舎
、
体
育
館
を
含
め

て
長
寿
命
化
改
修
を
計
画
。
２

０
２
４
年
度
は
体
育
館
改
修

を
進
め
、
内
外
壁
、
サ
ッ
シ
、

床
、
屋
根
な
ど
全
体
的
な
改
修

を
実
施
し
長
寿
命
化
を
図
る
。

普
通
教
室
棟
、
特
別
教
室
棟
、

管
理
棟
な
ど
の
改
修
に
お
い
て

は
、
仮
設
校
舎
の
建
設
を
25
年

度
に
実
施
。
普
通
教
室
棟
改
修

が
25
〜
26
年
度
、
特
別
教
室
棟

改
修
は
26
〜
27
年
度
、
管
理
棟

改
修
を
27
〜
28
年
度
に
行
う
方

針
だ
。

古
河
第
一
中
学
校
体
育
館
の

規
模
・
構
造
が
Ｒ
Ｃ
造
２
階
建

て
（
一
部
Ｓ
造
）、
延
べ
床
面

積
１
５
３
３
㎡
。
校
舎
は
Ｒ
Ｃ

造
４
階
建
て
で
、
延
べ
床
面
積

６
８
６
７
㎡
。
普
通
教
室
棟
、

特
別
教
室
棟
、
管
理
棟
、
渡
り

廊
下
棟
を
有
す
る
。
校
舎
の
改

修
で
は
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
中

性
化
対
策
、
鉄
筋
の
腐
食
対

策
、
水
道
管
な
ど
の
更
新
工
事

を
実
施
。
照
明
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
、

２
重
サ
ッ
シ
へ
の
交
換
に
よ
る

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
や
、
多
目

的
ス
ペ
ー
ス
な
ど
を
設
け
る
。

◆
（
仮
称
）
新
公
会
堂
建
設

事
業
＝
３
月
公
表
の
調
査
報
告

書
に
お
い
て
、
建
設
予
定
地
を

旧
古
河
体
育
館
跡
地
、
大
堤

地
内
の
２
カ
所
と
し
た
。
今

後
、
市
民
委
員
会
で
の
協
議
を

重
ね
、
24
年
度
内
に
は
候
補
地

を
決
定
し
、
基
本
構
想
・
基
本

計
画
案
に
反
映
す
る
。
建
設
工

事
は
28
年
度
か
ら
３
カ
年
を
予

定
。
整
備
手
法
に
お
い
て
は
、

Ｐ
Ｆ
Ｉ
な
ど
官
民
連
携
手
法
を

検
討
し
て
い
る
。◇

【
筑
西
市
】

◆
道
の
駅
「
グ
ラ
ン
テ
ラ
ス

筑
西
」
拡
張
整
備
事
業
＝
24
年

度
は
用
地
購
入
費
・
補
償
金
２

億
１
２
９
９
万
５
０
０
０
円
を

付
近
で
擁
壁
整
備
へ
の
地
盤
改

良
工
事
を
実
施
す
る
。
整
備
区

間
は
、
延
長
１
５
３
０
ｍ
で
幅

員
が
16
ｍ
、
両
側
に
歩
道
を
設

置
す
る
。
大
谷
川
に
架
か
る
渡

河
橋
区
間
、
関
東
鉄
道
常
総
線

線
路
を
跨
ぐ
跨
線
橋
区
間
の
ほ

か
、
擁
壁
整
備
す
る
区
間
が
含

ま
れ
て
い
る
。
全
体
延
長
の
約

35
％
が
構
造
物
で
あ
り
、
跨
線

橋
区
間
が
延
長
約
１
２
１
・
５

ｍ
、
渡
河
橋
区
間
延
長
約
54

ｍ
、
擁
壁
整
備
区
間
は
総
延
長

で
約
３
５
４
ｍ
を
予
定
。

◇

【
坂
東
市
】

◆
坂
東
Ｐ
Ａ
ハ
イ
ウ
ェ
イ
オ

ア
シ
ス
事
業
＝
公
園
整
備
な
ど

を
含
む
第
二
期
工
事
を
計
画
。

調
整
池
設
置
工
事
は
、
池
の
設

置
を
中
心
と
し
て
、
改
良
、
盛

土
を
実
施
。
護
岸
に
は
ブ
ロ
ッ

ク
マ
ッ
ト
を
設
置
予
定
で
、
管

理
用
道
路
の
整
備
を
行
う
。
公

園
整
備
に
お
い
て
は
、
園
内
西

側
か
ら
中
央
に
か
け
て
整
備
。

造
成
な
ど
を
中
心
と
し
て
い

る
。
整
備
内
容
に
関
し
て
は
、

官
民
連
携
の
方
向
性
を
検
討
し

て
お
り
、
今
後
サ
ウ
ン
デ
ィ
ン

グ
調
査
な
ど
民
間
提
案
を
取
り

入
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。
ま

た
、
売
店
に
つ
い
て
は
、
ロ
ー

ソ
ン
（
品
川
区
）
が
店
舗
を
建

設
。
Ｋ
Ｕ
Ｎ
Ｏ
（
水
戸
市
）
施

工
で
既
に
着
工
し
て
い
る
。

県内市町村の主要事業 －県南地区－－県西地区－
【
つ
く
ば
市
】

◆
（
仮
称
）
つ
く
ば
市
陸
上

競
技
場
整
備
事
業
＝
基
本
・
実

施
設
計
業
務
に
係
る
公
募
型
プ

ロ
ポ
ー
ザ
ル
を
実
施
。
９
月
上

旬
の
契
約
締
結
後
、
２
０
２
５

年
度
に
設
計
を
ま
と
め
、
26
年

度
か
ら
２
カ
年
で
建
設
工
事
に

着
手
、
27
年
度
中
の
供
用
開
始

が
目
標
。
総
事
業
費
41
億
４
１

０
０
万
円
。

建
設
地
の
旧
上
郷
高
校
跡
地

（
上
郷
２
４
９
４

－

３
）
は
、

敷
地
面
積
７
万
89
・
30
㎡
を
有

す
る
。
主
な
導
入
施
設
と
し
て

走
路
（
４
０
０
ｍ
ト
ラ
ッ
ク
１

面
、
全
天
候
型
舗
装
８
レ
ー

ン
、
直
線
の
み
９
レ
ー
ン
）、

天
然
芝
イ
ン
フ
ィ
ー
ル
ド
、
管

理
棟
、
観
客
席
な
ど
。
既
存
建

築
物
に
関
し
て
は
７
億
５
１
０

０
万
円
を
充
て
、
25
年
度
に
解

体
予
定
。

◇

【
土
浦
市
】

◆
（
仮
称
）
上
大
津
地
区
統

合
小
学
校
整
備
事
業
＝
基
本
・

実
施
設
計
を
楠
山
・
須
藤
特
定

Ｊ
Ｖ
が
担
当
。
24
〜
25
年
度
で

設
計
を
ま
と
め
、
26
〜
27
年
度

の
２
カ
年
で
建
設
、
28
年
度
開

校
を
目
指
す
。
概
算
事
業
費
44

億
８
４
０
０
万
円
。
予
定
地
は

上
大
津
東
小
敷
地
を
含
む
全
体

面
積
２
万
４
５
５
０
㎡
。

校
舎
規
模
が
延
べ
床
面
積
６

９
０
０
㎡
規
模
。
普
通
教
室

（
Ａ
２
３
７
６
㎡
）
や
特
別
教

室
（
Ａ
１
０
８
０
㎡
）、
管
理

諸
室
（
Ａ
７
２
０
㎡
）、
共
用

部
等
（
約
２
５
０
０
㎡
）
を
想

定
。
構
造
に
つ
い
て
は
、
プ
ロ

ポ
ー
ザ
ル
の
段
階
で
１
階
が
Ｒ

Ｃ
造
、
２
階
を
Ｗ
造
と
す
る
立

面
混
構
造
を
提
案
し
た
。

◇

【
石
岡
市
】

◆
複
合
文
化
施
設
整
備
事
業

＝
鹿
島
鉄
道
跡
地
（
約
７
７
０

０
㎡
）
に
、
ホ
ー
ル
機
能
（
６

０
０
〜
８
０
０
席
）
を
備
え
た

複
合
文
化
施
設
を
建
設
す
る
。

25
〜
26
年
度
に
基
本
・
実
施
設

計
、
27
〜
29
年
度
に
本
体
工
事

を
行
う
。
横
須
賀
満
夫
建
築
設

計
事
務
所
（
水
戸
市
）
が
本
年

度
内
に
基
本
計
画
を
策
定
。

配
置
案
に
関
し
て
は
、
駐
車

場
、
舞
台
、
大
ホ
ー
ル
（
６
０

０
〜
８
０
０
席
）、
ホ
ワ
イ
エ
、

サ
ブ
ホ
ー
ル
（
１
５
０
〜
２
０

０
席
）、
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
、
芝

生
広
場
。
候
補
地
と
な
っ
て
い

た
市
営
駅
東
駐
車
場
に
つ
い
て

は
、
立
体
化
も
視
野
に
改
修
を

進
め
て
い
く
。◇

【
つ
く
ば
み
ら
い
市
】

◆
み
ら
い
平
地
区
周
辺
新
住

宅
地
開
発
事
業
＝
（
仮
称
）
み

ら
い
平
東
地
区
の
約
19
ha
を
対

象
と
し
た
新
た
な
住
宅
地
形
成

に
向
け
、
検
討
を
進
め
る
。
都

市
的
居
住
関
係
協
議
支
援
業
務

に
つ
い
て
、
９
月
ま
で
に
委
託

予
定
。
25
年
度
以
降
、
用
途
地

域
や
地
区
計
画
、
下
水
道
区
域

の
見
直
し
お
よ
び
市
街
化
区
域

編
入
に
向
け
た
手
続
き
を
実
施

す
る
見
通
し
。
事
業
予
定
範
囲

は
土
浦
市
外
十
五
ヶ
町
村
土
地

改
良
区
の
受
益
地
で
あ
り
、
現

況
と
し
て
は
大
部
分
が
畑
、
一

部
に
山
林
を
有
す
る
。

◇

【
河
内
町
】

◆
新
庁
舎
整
備
事
業
＝
町
民

ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果
を
踏
ま

え
、
10
月
を
め
ど
に
建
設
地
を

決
定
し
た
い
考
え
。
現
庁
舎
周

辺
と
中
央
公
民
館
南
側
が
候
補

地
に
挙
が
っ
て
い
る
。
年
度
内

に
基
本
計
画
を
策
定
、
25
年
度

以
降
、
基
本
・
実
施
設
計
、
建

設
工
事
と
進
め
る
方
針
だ
。

新
庁
舎
は
、
必
要
延
べ
床
面

積
を
３
４
０
０
㎡
、
敷
地
面
積

１
万
４
０
０
０
㎡
と
試
算
。
建

築
面
積
（
３
階
建
て
の
場
合
＝

１
１
３
３
㎡
、
２
階
建
て
の
場

合
＝
１
７
０
０
㎡
）、
駐
車
場

４
６
０
０
㎡
、
防
災
拠
点
・
避

難
場
所
・
多
目
的
広
場
（
３
階

建
て
の
場
合
＝
７
１
４
２
㎡
、

２
階
建
て
の
場
合
＝
６
５
７
５

㎡
）、
公
用
車
（
45
台
）
１
１

２
５
㎡
を
見
込
む
。

◇

【
美
浦
村
】

◆
学
校
跡
地
利
活
用
事
業
＝

25
年
４
月
予
定
の
美
浦
小
学
校

開
校
に
伴
い
用
途
廃
止
と
な
る

木
原
小
、
安
中
小
、
大
谷
小
の

３
校
に
つ
い
て
、
ま
も
な
く
整

備
方
針
を
決
定
し
、
事
業
展
開

を
図
っ
て
い
く
。

サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
型
市
場
調

査
や
村
民
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
で

は
交
流
施
設
、
子
育
て
支
援
施

設
な
ど
が
利
活
用
案
と
し
て
挙

が
っ
た
。
普
通
教
室
棟
は
▽
木

原
小
（
木
原
１
５
６
７
）
＝
Ｒ

Ｃ
造
３
階
建
て
、
延
べ
床
面
積

３
７
８
４
㎡
、
１
９
７
９
年
築

▽
安
中
小
（
土
浦
１
９
７
９

－

１
）
＝
Ｒ
Ｃ
造
３
階
建
て
、
延

べ
床
面
積
２
５
７
４
㎡
、
78
年

築
▽
大
谷
小
（
興
津
３
６
６
）

＝
Ｒ
Ｃ
造
３
階
建
て
、
延
べ
床

面
積
５
５
１
９
㎡
、
77
年
築

－

。

充
て
、
用
地
取
得
を
推
進
。
拡

張
予
定
地
が
農
地
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
耕
作
後
と
な
る
秋
ご
ろ

に
順
次
取
得
し
て
い
く
。
工
事

費
は
、
設
計
お
よ
び
用
地
取
得

の
状
況
を
鑑
み
て
、
早
け
れ

ば
24
年
度
補
正
予
算
、
遅
く

て
も
25
年
度
当
初
予
算
に
て
継

続
費
の
設
定
を
予
定
。
概
算
工

事
費
は
約
20
億
円
を
見
込
ん
で

い
る
。
着
工
は
25
年
度
を
予
定

し
、
26
年
度
内
の
完
成
予
定
と

な
る
。

◆
玉
戸
・
一
本
松
線
整
備
事

業
＝
24
年
度
に
一
本
松
地
内
に

お
い
て
、
大
谷
川
に
架
か
る
渡

河
橋
の
橋
脚
整
備
と
、
大
谷
川

古河一中を長寿命化
25年度普通教室棟改修へ

拡張を計画する道の駅「グランテラス筑西」

道
の
駅
筑
西
で
は
用
地
購
入
筑
西
市

古河一中の全体イメージ

つくば市　陸上競技場のイメージパース

陸
上
競
技
場
26
年
度
着
工
へ
つ
く
ば
市

鹿
島
鉄
道
跡
地
に
文
化
施
設
石
岡
市

フェリオ
メゾンエクセル

大
ホ
ー
ル
客
席

（
６
０
０
〜

　

８
０
０
席
）

サブホール
200席
ホール

キッズ
スペース

ホ
ワ
イ
エ ラ

ウ
ン
ジ

市道

市道

駐車場
（110台） 芝生広場

市民
ギャラリー

舞
台

楽
屋
類

Ｅ
Ｎ
Ｔ
ホ
ー
ル

Ｅ
Ｎ
Ｔ
広
場

石岡市　複合文化施設配置計画（案）

古
河
市
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